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要    旨 

１ 背景 

 近年、「経済と環境の好循環」を実現する産業政策に位置づけられる「グリー

ン成長戦略」の推進に向けて、食料安全保障の基盤を担う農業においても、環境

に配慮した発展や持続性の確保、すなわち「グリーン化」の重要性が増している。

栽培環境を改変することで市場価値の高い園芸作物を効率的に生産する施設園芸

においては、環境制御にエネルギーを使用することなどから温室効果ガス（GHG）

の排出が多くなるため、省エネルギー化や環境負荷低減がより一層求められる。

政府が定めた「みどりの食料システム戦略」においては、農業全体の CO2 ゼロエミ

ッション化が掲げられ、施設園芸分野では「2050 年までに化石燃料を使用しない

施設への完全移行」が目標となっている。これらの背景のもと、日本学術会議農

業生産環境工学分科会では、植物工場を含めた施設園芸のグリーン化に向け、ゼ

ロエミッション（GHG 排出削減、資源循環など）の観点から、必要な研究・技術開

発の方向性について、農業工学的な視点で議論し、本見解を取りまとめた。 

 

２ 施設園芸のグリーン化に向けた課題 

 施設園芸では、栽培環境を改変するために、エネルギーを消費したり、石油化

学資材を使用したりする。このことは GHG 排出に直結する。実際、作物種にもよ

るが、栽培過程における CO2 排出は、露地栽培の数倍となりうる。現在の施設園芸

におけるエネルギー消費の主プロセスである暖房においては、化石燃料燃焼が 90%

を占め、まずは暖房を CO2 排出の少ないエネルギー源にいかに切り替えるかが重要

となる。このためには電化が重要な手段となりうるが、電気ヒートポンプ導入に

おけるコスト高だけでなく、栽培施設用電力をいかに供給するかが重要な課題で

ある。GHG 排出削減に大きく貢献するためにも、グリーン電力としての再生可能エ

ネルギーの活用促進が不可欠である。自律型電力供給源として期待できる太陽光

発電においては、太陽光パネルの設置場所の確保や需要が高い夜間における電力

供給といった課題の解決が必要となる。一方、施設園芸では、養液栽培の活用や

栽培施設の閉鎖化により、資源循環促進の可能性を有しており、環境負荷低減に

向け、この観点からの積極的な技術開発が望まれる。ゼロエミッションの実現に

向けては、園芸作物生産における環境負荷を総合的に評価するライフサイクルア

セスメント（LCA）手法の確立が必須であり、適切な評価に基づき、産業としての

施設園芸の持続性の強化を図る必要がある。 

 

３ 施設園芸におけるゼロエミッションに向けた方策 

(1)  省エネルギー化と再生可能エネルギー利用の促進 

 施設園芸の CO2 ゼロエミッションの実現には、電化を進めつつ再生可能エネル

ギーの利用促進を図ると同時に、施設環境制御における省エネルギー化を推進
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することが不可欠である。省エネルギー化に向けては、まずは施設の基本性能

（断熱性・光透過性・耐久性）の向上が重要となる。資材・部材の性能向上に

加え、夜間の放熱を抑える仕組みや設置場所の気象条件にあった構造の最適化

など、新技術のみならずこれまでに得られている知見について、コストだけで

なく省エネルギー化の観点から再評価して、普及に向けた検討を行うことが重

要となる。さらに、赤外線反射資材など、近年技術進歩が著しい波長変換被覆

資材の利用も有望である。また、生育モニタリングに基づいた環境制御は、省

エネルギーに資する可能性を有する。特に、作物の状態の適切なモニタリング

に基づいた環境制御設定値の見直しは、エネルギー消費量の低減に直結する。 
 再生可能エネルギー利用促進に関しては、地域の気候・自然資源を活かした

小規模分散型の発電設備などとの連携が重要である。さらに、栽培施設用太陽

光発電装置や地中熱交換器など再生可能エネルギー利用に関するハードウェア

の開発のみならず、気象条件などに対応していかにシステム全体を稼働させる

かといったソフトウェアの開発が必須となる。 
(2)  資源の効率的利用 

まず農業分野内での資源循環を促進する必要がある。資材の再利用や培養液

の循環利用に加え、畜産を含め農業分野で排出される有機性廃棄物の有効活用

が不可欠である。要素技術としては、有機性廃棄物を利用したメタン発酵によ

るエネルギー生成とその際に生じる CO2 や消化液（メタン発酵を行った後に残っ

た液）の栽培資源としての利用を促進する研究開発を推進すべきである。さら

に、農業に限らず人間活動に伴って発生する有機性廃棄物の栽培資源化に向け

た技術開発や、それらの利用を促進する社会的仕組みの構築も重要な意味を持

つ。また、植物工場などの閉鎖度を高めた栽培システムでは、水を含めた栽培

資源の利用効率を高める可能性を有しており、その有効性の適切な評価に基づ

いた技術開発を推進する必要がある。  
(3)  栽培施設の設置場所の最適化 

省エネルギーや資源循環を多少でも実現する方策として、GHG 排出削減という

観点から、栽培施設の設置場所の最適化についても検討する余地がある。人間

活動で排出される熱や有機性廃棄物の効率的な活用を可能にする配置、すなわ

ち、排出される場所の近くに栽培施設を配置することは、廃熱活用や資源循環

を促進し結果として GHG排出削減の可能性を有している。また、都市域での施設

園芸は、前述の人間活動で排出される熱や有機性廃棄物の活用の可能性に加え、

地産地消の促進、さらには旬菜旬消やフードロス削減などの観点からの GHG排出

削減への寄与が期待できるが、その有効性の検討には、詳細かつ適切なデータ

に基づいた LCAが必要である。さらに、環境制御と適地適作の融合、すなわち、

地域気候資源を活かし、エネルギーを要する環境制御を最小限に抑えるような

栽培施設の設置場所の検討も重要であり、どこで、どのような形態で、何を栽

培するかの検討において、低環境負荷の観点を取り入れる必要がある 。 
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１ はじめに 

 近年、甚大な気象災害の多発や農作物への影響など、気候変動（climate 

change）に起因すると思われる事象が身近に感じられるようになっている。気候

変動に関する政府間パネル（IPCC）では、現在の地球温暖化に、人的要因が関わ

っている可能性が高いことを指摘し[1]、2018 年に公表された IPCC「1.5℃特別

報告書」[2]では、世界全体の平均気温の上昇を、産業革命以前に比べて 1.5℃の

水準に抑えるためには、CO2 排出量を 2050 年頃までに正味ゼロとする必要性が訴

えられた。これを受け、2050 年までの「カーボンニュートラル 1）」を目標に掲げ

る動きが世界各国で広がっている。「カーボンニュートラル」とは、人為的活動

において、CO2 をはじめとする温室効果ガス（GHG）の排出量から吸収量を差し引

いて、合計を実質的にゼロにすることを意味する。他方、「ゼロエミッション５）」

という語句も環境負荷低減を表す概念として多用される。これは、GHG に限らず環

境汚染を引き起こす物質の排出を、リサイクル等の推進により、実質的にゼロと

することを意味する[3]。どちらも持続可能な社会の実現には不可欠な概念であり、

環境に配慮した経済発展をめざす、すなわち、経済的な成長を実現しながら我々

の暮らしを支えている自然資源を維持し、その恵みを享受し続けることをめざす

「グリーン成長」の中心的な目標となっている。この経済と環境の好循環を実現

する産業政策に位置づけられる「グリーン成長戦略」[4]の推進に向けて、食料安

全保障の基盤を担う農業においても、環境に配慮した発展や持続性の確保、すな

わち「グリーン化２）」の重要性が増している。政府は、食料・農林水産業の生産

力向上と持続性の両立をイノベーションで実現するため、「みどりの食料システ

ム戦略」[5]を策定し、2050年までに達成すべき目標を段階的に設定しているが、

この実現には、多くの技術革新が必要であり、産学官の連携による課題解決が不

可欠である。 

本来、施設園芸は、栽培環境を改変することで、市場価値の高い園芸作物を効

率的に生産するものである。そのため、環境制御にエネルギーを消費したり石油

化学資材を使用したりすることで、露地栽培と比較して、GHG の排出が多くなるの

が実情であり、省エネルギー化や環境負荷低減がより一層求められている。「み

どりの食料システム戦略」の中でも、農業全体の CO2ゼロエミッション４）化、およ

び施設園芸分野の 2050 年までの目標として、「化石燃料を使用しない施設への完

全移行」が掲げられている。これ以外にも、全体目標として掲げられている輸入

原料や化石燃料を原料とした化学肥料使用量の 30%低減などの目標も、施設園芸に

おいて目指すべき課題となっている。市場性の高い園芸作物を効率的に生産できる

可能性を有している施設園芸の振興は、農業の産業としての競争力強化に不可欠なもの

である。低環境負荷型施設園芸は、この特長の強化につながり、持続可能な社会を構築

するうえで重要な役割を果たす。 

このような背景を受け、日本学術会議農学委員会農業生産環境工学分科会では、

植物工場を含めた施設園芸のグリーン化に向け、GHG 排出削減や資源循環などの観
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点から、必要な研究・技術開発の方向性について、農業生産環境工学的な視点で

議論を行い、本見解を取りまとめた。 
 

２ 施設園芸のグリーン化に向けた課題 

 (1)  施設園芸における GHG 排出と環境負荷 

 本来、生物の利活用を促進する農業は持続可能な社会の根幹をなすものであ

るが、世界的にみると、全体の 10％以上を占める GHG 排出源となっている。日

本においてはその割合は若干低いものの、それでも４％以上を占めている[6]。

我が国の農業における直接的な GHG排出源は、主に、農業機械の稼働や施設の環

境制御に係る化石燃料消費、土壌や家畜からの放出である。これ以外にも、生

産に使用する資材等の原料調達も含めたライフサイクル全体での環境負荷を評

価するライフサイクルアセスメント（LCA）９）の観点からは、化学肥料や化学農

薬、農業資材の生産過程での排出、農産物の輸送に係る排出を考慮する必要が

ある。また、農業における GHG排出以外の環境負荷としては、化学農薬や化学肥

料などの系外拡散や農業資材や作物残渣の廃棄などが挙げられる。 

施設園芸では、栽培空間を被覆資材等で囲み、栽培環境を改変する。被覆資

材等にはプラスチック資材が多く使用されるため、それらのリサイクル促進、

資材の長寿命化による使用量の低減、生分解性素材への代替の促進などは重要

な課題である[7]。また、環境の改変には電力消費や化石燃料燃焼を伴うことが

多く、生産時の GHG排出量は露地栽培と比較して多くなる。例えば、加温を行う

温室栽培における GHG排出量は、品目にもよるが、露地栽培の２～４倍程度とな

る[8]。よって、環境の改変に係るエネルギー消費をいかに抑えるかが重要な課

題である。施設園芸で使用される温室は、資材や部材の種類や構造などから、

プラスチックハウスとガラス温室に分類されるが、令和 2 年度の調査[9]では、

面積比で 95%以上がプラスチックハウスである。また、温室の 40%以上が加温装

置を有しており、現在の施設園芸においては、暖房がエネルギー消費の主プロ

セスである。そして、暖房方式としては、化石燃料による燃焼式暖房が 90%を占

める[9]ため、これを CO2 排出の少ないエネルギー源にどのように置き換えるか

が重要となる。なお、本見解では、人工光源を用いた「植物工場」も施設園芸

の一形態として、その対象としているが、環境改変に係るエネルギー消費は、

温室に比べ増大する。 

一方、施設園芸では、養液栽培の活用や栽培施設の閉鎖化により、栽培資源

の系外への廃棄を抑制し、資源利用効率を高められる可能性を有している。空

気中に放出された水蒸気の回収や、養液の再利用により、栽培におけるリサイ

クルを促進することができ、また、CO2 施用３）に関しても、閉鎖化による外気へ

の CO2 排出の抑制が可能になる。環境負荷低減に向け、これらの観点からの積極

的な技術開発が望まれる。 
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農業における GHG 排出削減は、国際的にも喫緊の課題である。EU では、農場

から食卓までの総合的なグリーン化をめざす Farm to Fork 戦略[10]を掲げ、有

機農業の拡大、再生可能エネルギーの利用促進、資源循環の促進などを進めよ

うとしている。施設園芸における GHG排出削減シナリオとしては、施設園芸先進

国のオランダでは、地熱利用、再生可能エネルギー利用、環境制御の効率化、

ハウス資材や構造の改良などが組み込まれている[11]。これらのオプションの

効果や実現可能性は、各国の気候資源やエネルギー事情などにより異なること

から、我が国に適した方策の検討が不可欠である。その際、重要となるのが、

GHG 排出削減や環境負荷低減に向けた評価の適正化である。施設園芸における環

境負荷を総合的に評価する LCA手法の確立（システム境界の拡大、標準化）が必

須であり、適切な評価に基づき、産業としての施設園芸の持続性の強化を図る

必要がある。 

  

 (2)  グリーン電力施設園芸の実現への課題 

電力供給システムにおいては、国際社会情勢に起因する発電燃料コスト変動

の影響を受け、栽培時の電力コストが不安定になる可能性があり、積極的なグ

リーン電力発電システムの活用が望まれる。施設園芸へのグリーン電力の供給

源としては、地域の気候・自然資源を活かした太陽光発電、風力発電、水力発

電などが挙げられる。エネルギー源として地中熱も想定されるが、コストの問

題、地下水や地盤環境への影響評価の課題があり、今後のそれらの課題解決に

向けた技術開発が待たれる。一方、太陽光発電はグリーン電力の主力であり、

園芸施設の点在と多様な規模を考慮すると、小規模分散型の発電設備や蓄電設

備との連携が重要である。太陽光パネルの設置場所の確保やソーラーシェアリ

ング６）の場合は発電利用により減少した栽培環境の日射不足、また低温期の暖

房需要の多い夜間における電力供給も課題である。 

燃焼式暖房の代替としてグリーン電力を活用するには、電気を用いるヒート

ポンプ７）空調機（以下、電気ヒートポンプ）の導入が基本となるが、現状、燃

焼式暖房機に比べて導入コストが高い、低外気温時の効率低下などの問題があ

る。これらの問題の解決を目指すとともに、温室の性能向上も重要である。 
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３ 施設園芸におけるゼロエミッションに向けた方策 

 (1) 省エネルギー化と再生可能エネルギー利用の促進 

  ① 施設の基本性能の向上の方向性 

 温室の冷暖房時の省エネルギー化に向けては、まず施設の基本性能（断熱

性・光透過性・耐久性）の向上が重要となる。資材・部材の性能向上に加え、

積雪の有無、太陽高度の高低、最大風速の大小などの設置場所の気象特性に

あった構造の最適化を進める必要があるが、これらに関しては、これまでに

多くの研究がなされている。既存の知見を活かし、イニシャルコストとラン

ニングコストに加えて、省エネルギー化の観点から、既存の技術の再評価も

含め、優れた技術の普及に取り組むことが求められる。 

赤外線反射資材などの近年技術進歩が著しい波長変換被覆資材の利用も有

望である。たとえば赤外線カット資材ともいわれる赤外線反射資材は、日射

のうち、植物生育に直接寄与しない 800 nm 以上の放射を反射する。これを温

室の屋根面と側面に展張すると、温室内への入射熱量が減少する。その結果、

高温期は冷房負荷を低減することができる[12]。夏秋期、日中の温室内は栽

培適温よりも高温になることがあり、一般に、換気をして内気温の上昇を抑

えている。ここで赤外線反射資材を導入すれば、換気を抑制することができ、

無駄の無い CO2 施用が容易になり、かつ光合成の促進も期待できる。このよう

な高機能の資材の利用は、複数の環境要素の制御性の向上につながるため、

実用化が期待される。 

 

② 空調システムの電化・効率化 

 燃焼式暖房の代替として有望な電気ヒートポンプには、導入コストが高い、

低外気温時の効率低下などの問題があるが、一方で、施設園芸において、電

気ヒートポンプは暖房だけでなく、冷房、除湿にも利用することができる。 

電気ヒートポンプの利用においては、低温期は施設の保温性の向上による

暖房負荷の低減技術の開発も必要である。保温性の向上は、保温カーテンを

含む被覆資材の改良がキーとなる。これは燃焼式暖房機の時代から継続的に

取り組まれているが、ゼロエミッションの観点からは、資材の原料および廃

棄を考慮した資材の開発が求められる。 

高温期は遮光、換気などを組み合わせた冷房負荷の低減技術および温湿度

の制御技術の開発が求められる。電気ヒートポンプで冷房するとき、温室内

空気の冷却除湿の工程によって空気中の水蒸気の一部が凝結し、凝結水が得

られる。その結果、温室内空気は乾燥する。湿度が適切な範囲で制御されて

いれば問題はないが、生育に好適な範囲よりも低下することがある。この場

合は、作物の生育が抑制されるため、それを回避する湿度管理がキーになる。

加えて水の再利用の観点からは、凝結水を養液栽培の水として再利用したり、

加湿器の水源にすることが望ましい。 
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一方、電気ヒートポンプを夜間冷房や夜間除湿に使用する場合は、日射に

よる冷房負荷がないため、出力の低い運転モードで運転するのが望ましい。

このように温室の電気ヒートポンプ利用では、目的に応じて適切な出力で運

転をすべきであるが、現状の施設園芸用の電気ヒートポンプはインバータ制

御の機能を有さないため、住宅用のエアコンに比べると制御性が高くない。

省エネルギー化のためには、暖房と冷房の両方の成績係数（COP）の向上が課

題である。さらに、温室の規模に合わせて出力の異なる複数の機器を効率的

に稼働させる制御方法の開発も重要である。 

現在施設園芸における暖房機は 90％以上が化石燃料の燃焼を利用しており、

この燃焼式暖房機を GHG 排出の少ない電気ヒートポンプに入れ替えるまでの期

間は、燃焼式暖房機で CO2 排出を抑える機能の付加が有用である。その方法と

して、燃焼時の排気から CO2 を分離・回収する技術がある。CO2 の分離・回収

には様々な方法があるが、この CO2 を一次的に貯留して必要に応じて CO2 施用

に用いれば、燃焼工程の CO2 ゼロエミッション化が可能になる。 

 

③ 植物工場の GHG 排出とゼロエミッション化 

施設の閉鎖度を高めて外気との空気交換を最小限に抑え、光源に人工光を

用いて作物を生産する「植物工場」では、人工光源および空調のエネルギー

に電気を使い、すでに電化が進んでいるといえる。ここで植物工場の特徴は

下記のようにまとめられる。 

CO2 施用時に大気への CO2 拡散がないため、CO2 施用における GHG の排出はゼ

ロである。温室では、換気下では CO2 施用を行わないが、植物工場では光合成

に最適な CO2 濃度を常に維持できるため、光合成が促進される。また、養液に

用いる水の一部は植物に保持されるが、90％以上は蒸散作用で水蒸気として

室内に放出される。電気ヒートポンプは照明熱を除去するために冷却除湿を

行うため、余剰の水蒸気は凝結水として回収し、養液に再利用できる。他方、

温室で換気を行う時は、水蒸気は温室外に放出されるため回収できない。 

これらの理由から、植物工場は、極めて高い CO2 利用効率と水利用効率を達

成しながら光合成と成長を促進し、収穫量の増大を可能にする。他方、現状

では、植物工場の GHG 排出はかなり多い。例えば、レタスを植物工場で生産す

る際の生産物 CO2 排出係数（１kg の農作物を生産する際に発生する CO2 量）は、

温室周年栽培トマトの８倍以上になるとの試算がなされている[13]。しかし

将来、グリーン電力の使用が可能になれば、植物工場における GHG排出量は削

減できる。温室でも電化が進み、植物工場と温室が同一のエネルギーを用い

る生産体系になることで、グリーン電力の農業地域への普及とともに、施設

園芸地域において、植物工場を導入するケースが増える可能性もある。 

 

④ 再生可能エネルギー利用の推進 
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 施設園芸の CO2 ゼロエミッションの実現には、温室内の燃焼式暖房機からヒ

ートポンプへの切り替え等の電化を進めるのと同時に再生可能エネルギーの

利用を促進することが不可欠である。施設園芸への電力供給源や熱源として

の再生可能エネルギーの利用においては、自律性の向上を目指し、地域の気

候・自然資源を活かすことが重要となる。このためには、栽培施設用太陽光

発電や地中熱利用などに関するハードウェアの開発のみならず、気象条件な

どに対応していかにシステム全体を稼働させるかといったソフトウェアの開

発が必須となる。一例として、温室の環境シミュレーションは、温室の規模

に関わらず、施設の最適設計にも、システム稼働の最適化にも有効である。

これは温室内外の熱収支を基礎として、被覆資材の熱貫流率、換気特性、土

壌面の熱移動、冷暖房機の運転能力などを変数として、異なる気象条件下で

温室内の温湿度の推定と環境制御に要する冷暖房量の算定などを行うシミュ

レーションである。最近は各地の気象データベースが整備されており、日射、

温湿度、風向風速などの値が蓄積されている。そのデータを用いれば、立地

特性を考慮した環境シミュレーションが行える。再生可能エネルギーの発電

量と蓄電特性のシミュレーションを連動すれば、温室の運用時の省エネルギ

ー化および CO2 ゼロエミッション化の達成度を推定し、評価することができる。

さらには気象条件を考慮した温室の立地の選定、建設前のランニングコスト

の試算、省エネルギーを達成するための冷暖房の運転方法の決定などが可能

になる。 

 

⑤ 生育モニタリングの活用 

 生育モニタリングに基づいた環境制御は、省エネルギーに資する可能性を

有するが、これまでは、GHG 排出削減のための栽培管理（環境制御と植物体制

御）ノウハウの構築については、生産現場への実装が可能な仕組みとして提

案がなされておらず、カーボンニュートラル技術としての位置づけが不明確

であった。しかしながら昨今、生産現場に実装可能な植物生体情報計測技術

の開発や実 証が急 速に進めら れてお り、 GHG 排出削減 を KPI（ Key 

performance index）においた生育モニタリングに基づいた栽培管理ノウハウ

の構築が模索され始めている。 

 施設園芸で導入されている環境制御技術の性能を十分に発揮させるために

は、植物の生育状態に合わせて環境制御の設定値を適切に更新し続ける必要

があり、「植物の生育状態の見極め」能力が生産性に直結することになる。

近年のセンシングデバイスの低廉化と IoTの普及により、栽培施設内に実装可

能な植物生体情報計測技術が提案されつつあり、データサイエンスや AI の活

用により「植物の生育状態の見極めの数値化」が現実味を帯びてきている。

スピーキング・プラント・アプローチ（SPA: Speaking Plant Approach）コ

ンセプト[14]は、様々なセンサを用いて植物生体情報を計測して生育状態を
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診断し、その診断結果に基づいて栽培環境を適切に制御するというものであ

り、施設園芸の生産性を最大化させるための切り札として世界的に注目され

ている。非破壊・非接触タイプの植物生体情報の計測技術は、SPA における最

重要技術として位置づけられており、今後３〜５年間の「人間（栽培管理者）

の判断をサポートするための植物生育状態の数値評価技術」として生産現場

に実装されるフェーズを経て、5〜10 年後には、「人間の代わりに環境制御に

関する判断を行う技術」として環境制御システムに組み込まれることが想定

される[15]。 

 具体例として、近年、急激に普及しつつある作物個体群の光合成をリアル

タイムにモニタリングする技術がある。これは、安価なセンサを用いている

にも関わらず高精度計測が可能であり、生産現場に長期間設置して連続的に

データを取得することで、光合成を好適に保つための栽培管理戦略の構築を

可能にする[15]。たとえば、LED 等の人工光源を用いた補光によって期待され

る光合成促進効果（CO2吸収と増収）を定量化し、補光に要した電力（CO2排出

量と経費）を評価することで、最適な補光戦略の策定が可能である。また、

植物生体画像情報計測ロボットは、幅数十 m の作物個体群の茎頂から果実まで

の植物体全領域を対象とした画像計測が可能である。全自動で取得される画

像データを AI 等により解析することで、成長量評価や成長予測、さらには、

果実の着色に基づいた熟度判定と収量予測などを行う。このような技術を用

いた高精度な生育モニタリングによって、GHG 削減を目標にした日単位での栽

培管理の最適化が可能になる。 

 

⑥ 環境制御設定値の見直しによる省エネルギー化の可能性 

 作物の状態の適切なモニタリングに基づいた環境制御設定値の見直しは、

エネルギー消費量の低減に直結する。現在、多くの施設園芸作物について、

生育を良好に保つための夜間最低気温が提示されている。この値は、多くの

実験的・経験的検討を積み重ねて導かれたものであり、生産現場における夜

間気温の設定値として十分に機能している。他方、当然ではあるが、生育に

悪影響を及ぼしうる夜間気温（ここでは、生育阻害気温とする）は、提示さ

れている夜間最低気温よりも低いと想定される。さらに、作物の生育状態に

応じて、日々の生育阻害気温は変化するものと考えられる。暖房時のコスト

や CO2 排出量は、施設内外の気温差に比例するため、夜間気温の設定値を下げ

ることができれば、コストと CO2 排出量の削減に直結することになる。つまり、

生育モニタリング技術を用いて、植物個体群の生育状態を日次で正確に把握

し、良好な生育を維持しながら夜間気温を可能な限り低い値に設定すること

ができれば、暖房時のコストや CO2 排出量の削減が可能となる。 

 このようなソフトウェア的技術は、前述の目に見えやすいインフラ（グリ

ーン電力活用）、構造体・装置（断熱性向上、電気ヒートポンプ高性能化）
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などのハードウェア的技術が発展したとしても必ず必要とされるものであり、

ハードウェア的技術開発と並行して推進すべきものである。 

 

  ⑦ パッシブ制御の活用 

 人為的なエネルギーを使用しないパッシブ制御の活用も、施設園芸のグリ

ーン化には欠かすことができない。パッシブ制御は、電力機器や化石燃料由

来のエネルギーを使用することなく、温室構造物自体が持つ熱力学的または

力学的特性を利用して、環境の調節を行うものと定義され[16]、古くからあ

る考え方である。例えば、被覆材の種類やかけ方を変えたり、内張りを施し

たり、天窓を設けたり、温室の構造を変えたりすることで、温室内環境の改

変を行う。パッシブ制御における最大の課題は、その効果が気象環境に依存

するため、容易に結果を予測できない点である。自然任せの面が大きく、制

御の目標値に達することができない可能性もある。パッシブ制御を活用し、

エネルギーを投入する制御を最小限にするには、パッシブ制御の安定性およ

び扱いやすさの向上が不可欠である。そのためには、施設内環境シミュレー

ションの活用に加え、近年進展の著しい AI 技術の利用が有望であり、生育・

環境モニタリング手法と連携することで、その効果の向上が期待される。 

 

(２)  資源の効率的利用 

  ① 化学肥料への依存を抑えた養液栽培の展開 

 化学肥料は、窒素・リン・カリウムなどの作物に必要な栄養塩を必要な分

だけ供給することができ、収穫量の増大や品質の向上、労働時間の短縮を始

めとする農業生産性の向上に大きく貢献してきた。他方、近年の化学肥料利

用量は過剰傾向がみられ、このことが逆に作物の生育不良や品質低下を招い

ているほか、未利用栄養塩の系外への漏出が水域の富栄養化のような環境問

題を引き起こす要因となっている。さらに、化学肥料の生産それ自体が環境

問題を引き起こしていることにも注目する必要がある。例えば、窒素肥料の

製造は天然ガス資源に、また、リン肥料の製造は天然のリン鉱石資源にそれ

ぞれ強く依存しており、地球温暖化や資源枯渇の問題を有している他、人為

的な窒素循環、リン循環の変化が引き起こした環境負荷は地球の限界（プラ

ネタリー・バウンダリー(⑨)）を超えているとも報告されている[17]。加え

て、肥料原料の多くを輸入に依存している我が国では、これらの価格高騰も

大きな問題となっている。今後、世界の人口が増加する中で化学肥料の需要

はさらに増大することが見込まれている。このような中で、施設園芸で多用

される養液栽培においても化学肥料への依存を抑えることが急務であり、そ

の方策が多面的に検討されるべきである。 

 化学肥料の利用量の削減にあたっては、適正利用量の把握ならびに未利用

肥料の再利用と、化学肥料の代替物の開発検討が重要となる。第一に、栽培
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期間中の作物の無機栄養塩要求量を正確に把握して、栄養塩供給が過剰にな

らないように培養液の濃度・投入量を適切に管理する手法を確立する必要が

ある。これには、窒素・リン・カリウムなどの無機栄養塩に対するリアルタ

イムのモニタリング・制御の技術開発や、養液栽培における実用的な栄養塩

吸収プロセスモデルの構築といった研究開発の深化が期待される。 

 培養液の廃液に未利用の栄養塩が含まれる場合は、施設の規模に関わらず

できるかぎり回収して栽培に再利用することが望ましい。このことは、水域

の富栄養化抑制の点からも意義がある。ただし、廃液には植物栽培に不要な

成分や植物病害を引き起こす微生物といった有害成分が含まれうるため、必

要とされる栄養塩を選択的に回収・再利用する技術開発が必要となる。また、

栄養塩を回収した後の廃液についても、有害成分を効率的に除去する技術の

向上が求められる。 

 近年、堆肥化やメタン発酵による有機性廃棄物の分解産物が、化学肥料の

代替物として注目されている。これらは地域社会の廃棄物系バイオマスに由

来する再生可能資源であり、化学肥料の原料利用が引き起こしている環境負

荷を軽減できる可能性がある。また、これら再生可能資源の利用は廃棄物減

容につながるものとして期待されている。堆肥化やメタン発酵による有機廃

棄物の肥料化については次項で詳述する。 

 以上のように、化学肥料の使用を低減するためには投入量の最適化と代替

肥料の開発を推進することが重要である。同時に、化学肥料の低減が生産者

にもたらすメリットを具体化し、その知見を基に生産者自身のモチベーショ

ンを高める仕組みづくりを検討していくことも肝要である。 

 

② 地域で発生する有機性廃棄物の栽培資源化 

 畜産排泄物や作物残渣といった農業分野で発生する有機性廃棄物には、エ

ネルギーや肥料成分が豊富に含まれている。これらを回収してメタン発酵等

の技術を用いて資源に転換して循環的に栽培に利用することで、化学肥料の

導入を抑制することができ、廃棄物の減容化や CO2 排出量の削減、地域の富栄

養化抑制などが期待できる。さらに、人間活動に伴って発生する食品残渣や

下水汚泥といった有機性廃棄物も対象に広げて栽培資源化できれば、地域社

会全体のサステナビリティ実現に大きく貢献する可能性がある。この実現に

は、資源回収技術の開発や廃棄物利用を促進する社会的仕組みの構築が重要

な意味を持つ。 

 有機性廃棄物から施設園芸に適した資源を回収する有望なバイオマス転換

技術のひとつとして、メタン発酵技術が挙げられる。メタン発酵では、有機

性廃棄物からメタン、CO2、および無機塩類が溶存した消化液が得られる。こ

のうち、メタンは熱や電力を作り出すための再生可能エネルギーとして、ま

た、消化液は改質処理により作物生産のための培養液資源として利用できる。
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ただし、これら資源の回収率ならびに利用率を高めるためには、有機性廃棄

物の適切な前処理条件や、メタン発酵の運転管理条件、培養液への改質処理

条件、栽培資源の利用先の確保などについて詳細に検討して知見を蓄積する

ことが重要であり、これらの研究開発の推進が強く望まれる。 

 有機性廃棄物からの栽培資源回収技術には、他にも堆肥化や炭化等があり、

それぞれ肥料、土壌改良材としての露地栽培での利用がすでに実用化してい

る。他方、開放環境である露地栽培における堆肥や炭の利用実績は豊富であ

るものの、温室および植物工場における実績は十分でなく、これらの技術の

導入が施設園芸における生産性に及ぼす影響は未知の部分が多い。したがっ

て、この影響に対して物質収支を通した定量的な評価が期待されるところで

ある。 

 有機性廃棄物の栽培利用を持続的に行っていくためには、技術開発だけで

なく新しい社会システムの構築も重要となる。有機性廃棄物の収集・処理・

利用を促進する法律ならびに規制を整備し、栽培利用に向けた技術や知見が

円滑に社会実装される道筋をつけることが求められる。さらに、有機性廃棄

物の栽培資源化の重要性について教育・啓発を通して広く国民全体で共有し、

環境保護や資源再利用に対する意識を高めることが、資源循環的な食料生産

技術を確立する上で重要である。 

 

③ 閉鎖度を高めた栽培システムの有効性 

 植物工場や一部の温室のように、栽培空間の閉鎖度を高め、外部との物質

のやり取りを制限した栽培システムでは水・ガス・栄養塩などの物質資源の

利用効率を向上できる可能性がある。前述のように、植物工場では、蒸散に

より植物から失われた水蒸気を凝縮させて回収し、培養液の溶媒として再利

用することが可能である。また、有機性廃棄物の堆肥化やメタン発酵の過程

で生じる CO2 を CO2 施用に利用することも技術的に可能である。このような物

質の循環利用は露地栽培のような開放系の生産体系では難しい。他方、閉鎖

度を高めた生産体系ではこの効果を適切に評価しながら研究開発を進めるこ

とで、資源のさらなる効率的利用が推進できると期待される。 

 現在、完全な閉鎖環境である宇宙船あるいは月面で食料を持続的に生産す

る宇宙農業の研究開発が、官民問わず世界各国で始まっている[18]。宇宙農

業では、極めて限られた空間的ならびに物質的制約の中で、植物残渣やヒト

の排泄物といった有機性廃棄物を最大限無機化して栽培資源に再生し、食料

を繰り返し生産することが求められる。このコンセプトはこれまで述べてき

た資源の効率的利用に対する考え方をさらにつきつめたものであり、これま

での地上での栽培システムのさらなる改善点や本質を見出すことにつながる

と期待される。 
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 近年の、閉鎖度を高めた栽培システムにおける技術の進歩や低コスト化に

は目覚ましいものがある。同時に、窒素やリンなどを始めとした物質を地上

で循環して利用する重要性は将来的にさらに高まることが予想される。この

ような中で、閉鎖度を高めた栽培システムの有効性を判断するためには、水

や栄養塩の利用量や作物収量に加えて、エネルギー利用効率や、技術の導

入・保守・運用コストについても定量的に評価しながら研究開発を進めるこ

とが重要である。加えて、環境ならびに生体のモニタリングに基づいて運転

条件の最適化を継続的に行うことで、これらのシステムにおける資源利用効

率と持続可能性のさらなる向上が期待できる。 

 

(３)  栽培施設の設置場所の最適化 

 ① 人間活動で排出される熱・有機性廃棄物の効率的な活用を可能にする配

置 

 施設園芸のグリーン化を少しでも前進させるためには、GHG 排出削減という

観点から、栽培施設の設置場所の最適化についても検討が必要である。人間

活動で排出される熱や有機性廃棄物の効率的な活用を可能にする配置、すな

わち、排出源の近くや利用しやすい場所への栽培施設の設置は、廃熱活用や

資源循環を促進し、結果として GHG 排出を減らす方策となりうる。 

工場、ごみ焼却場など排熱源を保持する施設に隣接する栽培施設では、暖

房に排熱を利用できる可能性を有する。例えば、工場などからの排熱を蒸気

の形態でパイプ輸送し、栽培施設内の暖房に利用する方法が考えられる。ま

た、排出施設との隣接化により熱損失の少ない輸送手段が確保できれば、

100℃以下のいわゆる低温排熱の温室暖房への積極的な活用も可能となる。さ

らに燃焼による排熱の場合、同時に発生する CO2 の利用も期待できる。実際、

オランダでは、既設のパイプラインを再利用してコンビナート等で発生した

CO2を栽培施設に輸送し、CO2施用に利用している[19]。ただし、燃焼排ガスか

らの CO2 には不純物が含まれていることから、低環境負荷な分離・回収技術の

開発も必須である。なお、他産業分野で排出された CO2 の有効活用に関しては、

CO2 吸着剤の利用が検討されているが、その運搬も GHG 排出につながるため、

排出施設の隣接が重要となる。 

有機性廃棄物の活用に関しても、食品を扱う大型商業施設、食品加工工場、

廃棄物処理施設など、それらの排出の多い施設や集積施設の隣接地で、廃棄

物の肥料や農業資材への転用や熱や電力の生成への利用を図ることで、輸送

コストの削減につながる可能性がある。有機性廃棄物は、体積や重量が大き

く、輸送過程で排出される GHGも大きくなるため、排出施設への隣接が有効と

なる。 

現在、工場やごみ焼却場などに隣接した栽培ハウスで、排熱等を暖房に利

用して稼働している例もある[20]。今後は、これらの事例について詳細な解
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析を行い、排熱・排 CO2 施設に隣接する栽培施設が、実際にどの程度、GHG 排

出削減できたかを検討するなど、施設配置の最適化に向けた知見の蓄積が望

まれる。 

 

② 都市域での施設園芸のゼロエミッションに向けた可能性 

 都市域においては、廃棄食品や生ごみといった有機性廃棄物に加え、人間

活動で排出される熱が大量に発生する。都市域で行われる農業、すなわち、

都市農業は、これらの利用による農業におけるゼロエミッションの推進、さ

らには都市全体のゼロエミッション化を後押しする大きな可能性を秘めてお

り、都市農業振興は、近年極めて重要な課題となっている[21]。施設園芸に

関しても、都市域での展開は、そのゼロエミッションに向けた潜在的な利点

を多数有する。 

まず、都市域で発生する、生ごみをはじめとした大量の有機性廃棄物は、

施設栽培においても肥料源となりうる。また、都市には、排熱源となる工場、

ごみ焼却場、下水処理場、業務ビル、地域冷暖房などの施設・設備が多く、

施設栽培はそれらの資源活用に広範な可能性を有する。さらに、人間の生活

や経済活動に多くのエネルギーが投入される都市では、ヒートアイランド化

が進行しており、栽培施設の暖房負荷の低減に寄与する可能性もある。 

また、大きな消費地に隣接する都市農業では、フードマイレージ低減の観

点から、GHG の排出削減に寄与しうることが期待されている[21]。ただし、一

般に施設園芸においては、生産・出荷管理に起因する GHG排出量の割合が高く

[22]、輸送に起因する排出量の削減の効果は相対的には小さいと考えられる。

しかしながら、ゼロエミッションの達成には、僅かでも GHG排出を抑制する技

術・システムを積極的に導入・推進することが不可欠である。 

加えて、消費地に近い都市農業では、消費者と生産者の結びつきの強化に

よって、需要に見合った作物生産が可能となり、フードロスや貯蔵に係るエ

ネルギー消費が減ることで、GHG 排出削減への寄与が期待できる。 

以上のように、都市農業としての施設園芸の振興は、さまざまな観点から、

ゼロエミッションの推進の可能性を有している。しかしながら、これらの要

素が直接的に GHG 削減や環境負荷低減にどの程度の効果を発揮するかは、栽培

する作物種や設置される場所などによっても変わりうるため、詳細かつ適切

なデータに基づいた LCA 分析が必要である。 

 

③ 環境制御と適地適作の融合 

 環境制御と適地適作の融合、すなわち、地域気候資源を活かして環境制御

のための投入エネルギーを最小限にするような、栽培施設の設置場所の検討

も重要である。施設園芸において、エネルギーをかけて環境を改変するプロ

セスには、冬季の暖房、夏季の冷房、換気、補光などがある。現状、このう
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ち冬季夜間の暖房がエネルギー消費の大部分を占めており、夜間の外気温が

少しでも高ければ、エネルギー消費の抑制につながる。これは特に、電気エ

ネルギー利用効率が内外気温差に依存する電気ヒートポンプ利用時において

顕著であり、内外温度差が大きくならない場所への栽培施設の設置は、GHG 排

出削減に直結する。温度環境を大きく改変せずに済むような場所で、施設栽

培のメリットを活かした安定生産や高付加価値化のための環境制御を効率的

に行うことが重要であろう。 

しかしながら、昨今の気候変動下においては、平年と異なる気温になるこ

ともしばしばであり、冷暖房能力の設定が難しい課題となっている。よって、

気象予測モデルの精度向上に加え、冷暖房能力の可変化に向け、環境制御装

置の小型化・分散化・可搬性向上などの技術開発が、適地適作の効果を高め

ると期待される。どちらにしても、日照環境を含め、対象作物の栽培に適し

た環境が得られやすい（環境改変の程度が少なくてすむ）場所に栽培施設を

設置することが、GHG 排出削減につながることを再認識する必要がある。ただ

し、栽培適地が消費地と離れている場合には、生産した作物の輸送にかかる

GHG 排出が増える可能性もあり、ここでも GHG 排出に係る適切な評価法による

比較検討が重要となる。なお、植物工場における適地適作の判断においては、

気候資源だけでなく、電力資源やリサイクル等による栽培資源の活用可能性

の観点も考慮すべきである。 

 実は、地域気候資源を活用した環境制御は、以前より取り組まれている、

どちらかといえば古典的な技術である。例えば、静岡の石垣イチゴと呼ばれ

るイチゴ栽培では、海沿いの温暖な気候に加え、南面開放斜面に栽培施設を

設置することで日射エネルギーを石垣に蓄熱し暖房に有効活用している。ま

た、四国地方における傾斜ハウスは、斜面風を効率的に取り込み、換気性能

の向上を図っている[23]。これまでこれらの技術は、普及に向けて主にコス

トや生産性からのみ評価されてきたが、今後は、低環境負荷からの評価も加

えることが望まれる。 

 人工的な気候資源としては、前述のように、ヒートアイランド現象による、

都市の夜間気温の上昇が、GHG 排出削減につながる可能性もある。都市域では、

人間活動の影響で多くの熱が排出されることにより、自然の気候とは異なる

熱環境が生成される。一般に、ヒートアイランド現象では、夜間の気温がよ

り上昇するため、これを活用した夜間の暖房負荷の低減が考えられる。しか

しながら、夏季はより高温となり、冷房負荷が逆に高まる可能性もあり、作

物種の選定にはこれらを考慮することも重要であろう。 

 以上、今後は、施設園芸においては、どこで、どのような形態で、何を栽

培するかを検討する際、低環境負荷の観点を取り入れることが必要である 。  
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４ さいごに 

 施設園芸のグリーン化に向けては、新たな環境制御技術や資材開発といった革

新的な技術の開発を目指すだけでなく、環境負荷の観点から、これまで培われて

きた技術体系を詳細に再評価することが重要である。僅かなりとも GHG 排出削減

につながる技術やシステムであれば積極的に取り入れ、それらの成果を蓄積して

いくことで初めて、施設園芸におけるゼロエミッションやカーボンニュートラル

の実現が見えてくる。そのためには、GHG 排出を含む環境負荷に対する評価法の標

準化が不可欠である。さらに、それらの低環境負荷に向けた取り組みを後押しす

る、社会システムの構築も非常に重要な課題であり、研究者のみならず、生産者、

政府や地方公共団体、関連産業分野が連携して取り組む必要がある。 
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＜用語の説明＞（五十音順） 

 

１） カーボンニュートラル 

 人為的活動において、CO2 を始めとした温室効果ガス（GHG）の排出と吸収がイ

コール（実質的に GHG を排出しない状態）になること。 

 

２） グリーン化 

 環境省によると、経済のグリーン化とは、経済活動が環境に配慮したものとな

り、経済活動により自然資源や生態系などの地球環境が回復不能なほど損なわれ

ることがないようにすることと定義されている。本見解では、特定産業分野にお

けるグリーン化は、持続可能な社会の実現に向け、その産業分野が環境に配慮し

ながら持続的に発展する（その持続性を維持する）ことを意味する。 

 

３） CO2 施用 

光合成の促進を目的に、栽培空間に CO2 を供給する環境制御法。換気の少ない閉

鎖度を高めた施設では、CO2 施用により、光合成で吸収した CO2 を補い、施設内の

CO2 濃度を維持している。また、光合成促進のために外気より CO2 濃度を高めるこ

とも多い。 

 

４） CO2 ゼロエミッション 

 「みどりの食料システム戦略」の中では、農林水産業における燃料燃焼による

CO2 排出をゼロにすることを CO2 ゼロエミッションと表現している[24]。 

 

５） ゼロエミッション 

 1994 年に国連大学により提唱された考え方で、環境汚染をするような廃棄物を

リサイクルなどにより有効活用することにより、廃棄物を一切出さないようにす

る（実質的に排出ゼロにする）こと。 

 

６） ソーラーシェアリング 

営農型太陽光発電。栽培空間の上部に太陽光発電設備を設置し、太陽光を農業

生産と発電とで共有する取組。 

 

７） ヒートポンプ 

熱交換等の手法により熱を汲み上げて別の場所に移す技術で、空調等に用いら

れる。この技術を用いる製品にエアコン、冷蔵庫、給湯器などがある。動力源に

電気を用いる場合は電気ヒートポンプという。 
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８） プラネタリー・バウンダリー 

 気候変動や窒素・りん循環などの 9 つの地球の環境要素における持続可能な限

界点について定義した概念。人間の活動がその限界を超えると環境に回復不能な

変化が生じるとされる。 

 

９） ライフサイクルアセスメント（LCA） 

 ある製品・サービスのライフサイクル全体（資源採取―原料生産―製品生産―

流通・消費―廃棄・リサイクル）又はその特定段階における環境負荷を定量的に

評価する手法[25]。 
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＜参考資料１＞ 農業生産環境工学分科会審議経過 

 

【25 期】 

令和３年 

３月 30 日 第１回農業生産環境工学分科会 今期中における「意思の表出」に

関する方針の確認 

 

７月 29 日 第２回農業生産環境工学分科会 WG 活動を中心として「意志の表出」

の内容を検討することを確認 

 

令和４年 

２月 24 日 第３回農業生産環境工学分科会 「意思の表出」として「気候変動

下の食料安全保障」と「農業を核とした循環型社会構築」に関する見

解を作成する方針を確認し、内容の検討を行う担当 WG を決定 

 

６月３日 第４回農業生産環境工学分科会 担当 WG から提出された「気候変動

下の食料安全保障」と「施設園芸のグリーン化」に関する構成案を審

議し、今後の手順を確認した。 

 

12 月 27 日 第５回農業生産環境工学分科会において、「施設園芸のグリーン化

に向けた課題と展望」に関する概要および構成案を協議した。 

 

令和５年 

２月 27 日 農業生産環境工学分科会でメール審議により、査読のための原案を

承認した。 
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＜参考資料２＞ 公開シンポジウム「施設園芸のグリーン化に向けた課題と展望」 

 

 

日 時：令和４年（2022 年）11 月 15 日（火）13：00～17：00  

       

場 所： オンライン開催 

 

開催趣旨：「経済と環境の好循環」を実現する産業政策として位置づけられてい

るグリーン成長戦略の推進に向け、食料安全保障の基盤を担う農業においても、

環境に配慮した発展や持続性の確保、すなわちグリーン化の重要性が増している。

政府は、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現

するため、「みどりの食料システム戦略」を策定し、2050 年までに達成すべき目

標を段階的に設定している。この実現には、多くの技術革新が必要であり、産学

官の連携による課題解決が不可欠である。本来、施設園芸は、栽培環境を改変す

ることで、市場性の高い園芸作物を効率的に生産できる可能性を有しているが、

環境制御にエネルギーを使用することもあり、省エネルギー化や環境負荷低減が

より一層求められている。本シンポジウムでは、植物工場を含めた施設園芸のグ

リーン化に向け、ゼロエミッション、カーボンニュートラル、資源循環などの観

点から、必要な研究・技術開発の方向性について、農業生産環境工学的視点を中

心に議論する。 

 

次 第： 

13:00 開会挨拶    

仁科 弘重（日本学術会議第二部会員、愛媛大学学長） 

13:05 趣旨説明 

荊木康臣（日本学術会議連携会員、山口大学大学院創成科学研究科教授）   

13:20 園芸施設の化石燃料ゼロ消費にむけた課題 

奥島里美（日本学術会議連携会員、国立研究開発法人農研機構九州沖縄農業研

究センター再雇用職員） 

13:40 植物工場における省エネ・省資源技術の海外動向 

林絵理 （非営利活動法人植物工場研究会副理事長） 

14:10 施設園芸・植物工場のエネルギー・物質収支のモデリングと解析 

後藤英司（日本学術会議連携会員、千葉大学大学院園芸学研究院教授） 

14:55 高精度植物生体情報を活用した施設生産のカーボンニュートラル戦略 

高山弘太郎（日本学術会議第二部会員、豊橋技術科学大学大学院工学研究科教

授・愛媛大学大学院農学研究科教授） 

15:25 地域で発生する有機性廃棄物の施設栽培に向けた資源化 

遠藤良輔（日本学術会議連携会員、大阪公立大学大学院農学研究科講師） 
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15:55 栽培施設の設置場所の最適化 

荊木康臣（日本学術会議連携会員、山口大学大学院創成科学研究科教授） 

16:15 総合討論 

進行：後藤英司（日本学術会議連携会員、千葉大学大学院園芸学研究院教授） 

16:55 閉会挨拶 

大政謙次（日本学術会議連携会員、高崎健康福祉大学農学部長教授、東京大学

名誉教授） 

 

主 催：日本学術会議農学委員会農業生産環境工学分科会、日本学術会議食料科

学委員会・農学委員会合同農業情報システム学分科会 

後 援：日本農業気象学会、日本生物環境工学会、日本農業工学会、農業施設学

会 

 

 


